
資料１

単位 H27年 H28年 H29年 H30年 R元年 R2年 R3年 R4年 R5年 R6年 R7年

日 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365

Ｋ ｍ 16.8 16.8 16.8 16.8 16.8 16.8 16.8 16.8 16.8 16.8 16.8

日/Ｋ ｍ 6.149 6.132 6.132 6.132 6.149 6.132 6.132 6.132 6.149 6.132 6.132

通勤 人 116,880 121,200 123,540 125,460 128,340 116,820 112,920 119,880 102,120 99,180 98,640

通学 人 800,280 775,610 774,482 754,702 747,302 650,958 649,260 652,408 631,896 589,410 629,340

計 人 917,160 896,810 898,022 880,162 875,642 767,778 762,180 772,288 734,016 688,590 727,980

人 411,533 409,976 406,538 408,196 376,625 244,599 248,351 273,694 277,861 310,586 307,799

人 1,328,693 1,306,786 1,304,560 1,288,358 1,252,267 1,012,377 1,010,531 1,045,982 1,011,877 999,176 1,035,779

通勤 人 1,142,676.0 1,171,698.0 1,144,794.0 1,149,588.0 1,231,278.0 1,120,494.0 1,098,972.0 1,181,094.0 968,592.0 957,462.0 944,226.0

通学 人 9,618,818.0 9,238,204.8 9,238,034.0 9,127,658.6 8,961,993.2 7,876,221.8 7,946,196.8 7,835,402.4 7,608,726.4 7,156,008.0 7,483,164.0

計 人 10,761,494.0 10,409,902.8 10,382,828.0 10,277,246.6 10,193,271.2 8,996,715.8 9,045,168.8 9,016,496.4 8,577,318.4 8,113,470.0 8,427,390.0

人 4,202,934.8 4,195,104.8 4,147,403.0 4,171,511.5 3,931,501.6 2,466,779.7 2,588,320.1 2,834,638.1 2,914,787.2 3,253,632.3 3,162,257.1

人 14,964,428.8 14,605,007.6 14,530,231.0 14,448,758.1 14,124,772.8 11,463,495.5 11,633,488.9 11,851,134.5 11,492,105.6 11,367,102.3 11,589,647.1

Ｋ ｍ 727,810.8 725,722.0 724,316.8 724,883.7 645,030.7 559,816.0 562,079.8 568,194.4 472,710.4 569,315.0 565,866.8

人/日 3,630 3,580 3,574 3,530 3,421 2,774 2,769 2,866 2,765 2,737 2,838

人/日・ Ｋ ｍ 2,434 2,382 2,370 2,356 2,297 1,869 1,897 1,933 1,869 1,854 1,890

人/日 16,240 16,240 16,240 16,240 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880

％ 22 22 22 22 27 22 21 22 21 21 22

％ 15 14 14 14 16 15 15 15 17 14 15

本/日 58 58 58 58 46 46 46 46 46 46 46

本/時間 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

単位 H27年 H28年 H29年 H30年 R元年 R2年 R3年 R4年 R5年 R6年 R7年

日 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365

Ｋ ｍ 13.9 13.9 13.9 13.9 13.9 13.9 13.9 13.9 13.9 13.9 13.9

日/Ｋ ｍ 5.087 5.074 5.074 5.074 5.087 5.074 5.074 5.074 5.087 5.074 5.074

通勤 人 61,680 66,300 74,040 64,740 58,080 53,700 52,320 47,760 37,560 37,920 34,740

通学 人 213,170 200,790 196,934 188,634 185,626 157,218 142,108 139,188 123,832 103,140 97,980

計 人 274,850 267,090 270,974 253,374 243,706 210,918 194,428 186,948 161,392 141,060 132,720

人 193,426 197,705 192,547 182,236 155,502 112,430 124,349 142,113 110,385 149,044 164,618

人 468,276 464,795 463,521 435,610 399,208 323,348 318,777 329,061 271,777 290,104 297,338

通勤 人 383,826.0 391,392.0 431,076.0 353,964.0 329,352.0 334,536.0 319,590.0 274,302.0 213,090.0 206,994.0 190,044.0

通学 人 1,599,021.0 1,557,091.8 1,468,479.0 1,322,834.0 1,180,075.2 941,885.0 834,073.4 816,096.8 748,673.0 623,304.0 607,086.0

計 人 1,982,847.0 1,948,483.8 1,899,555.0 1,676,798.0 1,509,427.2 1,276,421.0 1,153,663.4 1,090,398.8 961,763.0 830,298.0 797,130.0

人 1,177,307.4 1,214,613.9 1,190,711.9 1,155,011.2 1,026,170.7 703,160.7 874,946.2 1,004,645.2 743,338.5 1,115,863.6 1,344,174.8

人 3,160,154.4 3,163,097.7 3,090,266.9 2,831,809.2 2,535,597.9 1,979,581.7 2,028,609.6 2,095,044.0 1,705,101.5 1,946,161.6 2,141,304.8

Ｋ ｍ 406,880.4 405,590.6 404,863.4 403,423.3 372,361.4 346,145.4 344,174.2 357,678.0 278,371.0 338,444.8 324,015.4

人/日 1,279 1,273 1,270 1,193 1,091 886 873 902 743 795 815

人/日・ Ｋ ｍ 621 623 609 558 498 390 400 413 335 384 422

人/日 11,200 11,200 11,200 11,200 9,520 9,520 9,520 9,520 9,520 9,520 9,520

％ 11 11 11 11 11 9 9 9 8 8 9

％ 6 6 5 5 5 4 4 4 4 4 5

本/日 40 40 40 40 34 34 34 34 34 34 34

本/時間 4 4 4 4 3 3 3 3 3 3 3最大運転度数
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組織図

現在

※弘前東高前駅、運動公園前、新里駅含む

※館田駅、柏農高校前含む

※境松駅、田舎館駅、田んぼアート駅、尾上高校前、津軽尾上駅含む

2 名 45 名 12 名

0 名 1 名 7 名

男 女 7 5 6 0 3 0 12 0 8 0 5 0 2 12 0 5 43 22

＜部門別職員男女構成＞

車両区長補佐（３）

車両係（２）

平賀駅　４名

臨時雇用（１）責任者

臨時雇用（２）

業務請負（１）

黒石駅　５名

駅務掛（１）責任者

大鰐駅　１名

電気区長助役（１）

車両区長補佐（５）

車両係（１）

業務請負（２）

臨時雇用（３）

大鰐線乗務担当　５名

業務請負（１）

義塾高校前　１名

委託者（１）

総務課　１名

総務課係（１）

車両区長（１）

車両区長補佐（２）

電気区　３名

経理課　１名

経理課長（１）

技術課長補佐（１）

車両区　２３名

営業課係（６）

営業課　６名

業務 請 負

役 員

再 雇 用 委 託 者

弘南線乗務担当　８名

工務区係（６） 電気区長補佐（１）

車両係（６）

業務請負（１）

令和8年8月18日

臨時 雇 用

車両区助役（３）

電気区長（１）

中央弘前駅　３名

臨時雇用（１）責任者

業務請負（２）

従 業 員

取締役専務
総務関係担当

（1）

社　長
（１）

総務部長（取締役）
総務関係担当

（1）

業務部長（取締役）
業務関係担当

（1）

工務区　６名

工務区長（１）課長補佐兼務

臨時雇用（１）責任者

臨時雇用（４）

弘前駅　５名

技術課顧問（１）

技術課　２名

営業課長（１）業務部長兼務

＜部門別職員年齢＞

10代

20代

30代

40代

50代

60代

70代

計

本社

2

2

2

5

1

12

工務区

1

4

1

6

電気区

1

1

1

車両区

3

1

1

3

3

1

123

弘南線運転士

1

5

2

8

大鰐線運転士

2

3

5

弘南線各駅

1

1

2

3

大鰐線各駅

1

2

2

5

6

1

14 65
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単位：千円

NO.1
種　　別 項　　　目 Ｒ3年度実績 Ｒ4年度実績 Ｒ5年度実績 Ｒ6年度実績 Ｒ7年度実績

ｺﾝｸﾘｰﾄ枕木78本 ｺﾝｸﾘｰﾄ枕木130本 ｺﾝｸﾘｰﾄ枕木71本 ｺﾝｸﾘｰﾄ枕木81本 ｺﾝｸﾘｰﾄ枕木91本

総工事費 1,067 2,038 1,397 1,837 2,286
補 助 率 1/3 1/3 1/3 1/3 1/3
国 補 助 355 680 466 613 763

地方公共団体補助 712 1,358 931 1,224 1,523
会社負担 0 0 0 0 0

数　　量 50本 109本 61本
総工事費 549 1,063 1,271
補 助 率 1/3 1/3 1/3
国 補 助 183 354 423

地方公共団体補助 366 709 848
会社負担 0 0 0

数　　量 30ｍ 30ｍ 31ｍ 31ｍ 25ｍ
総工事費 2,200 1,900 1,900 1,900 1,609
補 助 率 1/3 1/3 1/3 1/3 1/3
国 補 助 733 633 633 633 536

地方公共団体補助 1,467 1,267 1,267 1,267 1,073
会社負担 0 0 0 0 0

数　　量
総工事費
補 助 率
国 補 助

地方公共団体補助
会社負担

数　　量 200ｍ 200ｍ 777ｍ 331ｍ
総工事費 6,545 7,643 28,539 11,731
補 助 率 1/3 1/3 1/3 1/3
国 補 助 2,181 2,548 9,513 3,910

地方公共団体補助 4,364 5,095 19,026 7,821
会社負担 0 0 0 0

数　　量 2箇所 4箇所 1箇所 1箇所 1箇所
総工事費 21,150 11,770 3,140 7,880 2,600
補 助 率 1/3 1/3 1/3 1/3 1/3
国 補 助 7,050 3,923 1,047 2,627 867

地方公共団体補助 14,100 7,847 2,093 5,253 1,733
会社負担 0 0 0 0 0

数　　量 3台 6台 8台
総工事費 2,600 3,690 5,092
補 助 率 1/3 1/3 1/3
国 補 助 866 1,230 1,697

地方公共団体補助 1,734 2,460 3,395
会社負担 0 0 0

数　　量 １6個 52個 30個
総工事費 920 3,616 2,200
補 助 率 1/3 1/3 1/3
国 補 助 306 1,205 733

地方公共団体補助 614 2,411 1,467
会社負担 0 0 0

数　　量 10個
総工事費 1,827
補 助 率 1/3
国 補 助 609

地方公共団体補助 1,218
会社負担 0

1

大鰐線

弘南線･大鰐線

弘南線・大鰐線

大鰐線

弘南線・大鰐線

大鰐線

大鰐線

大鰐線

大鰐線

弘南線

弘南線・大鰐線

弘南線・大鰐線 弘南線・大鰐線

重軌条交換

場    所 大鰐線

信号用リレー
更新工事

場    所 弘南線 弘南線

弘南線・大鰐線

弘南線・大鰐線

弘南線

大鰐線

分岐器脱線防
止ガード取付

場    所

ｺﾝｸﾘｰﾄ枕木
交換工事

場    所 大鰐線

道床交換

場    所 大鰐線

木枕木
交換工事

場    所 弘南線・大鰐線

踏切遮断機
更新工事

場    所

橋梁改修工事

場    所

弘南鉄道　鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費補助金一覧表（実績）

信号機器更新
工事

場    所 弘南線

弘南線･大鰐線

弘南線・大鰐線

弘南線大鰐線

大鰐線

資料４ -参考資料③



単位：千円

NO.2
種　　別 項　　　目 Ｒ3年度実績 Ｒ4年度実績 Ｒ5年度実績 Ｒ6年度実績 Ｒ7年度実績

数　　量 2台 1台
総工事費 17,330 1,400
補 助 率 1/3 1/3
国 補 助 5,776 466

地方公共団体補助 11,554 934
会社負担 0 0

数　　量 全線
総工事費 100,618
補 助 率 1/3
国 補 助 33,539

地方公共団体補助 67,079
会社負担 0

数　　量 1箇所
総工事費 24,000
補 助 率 1/3
国 補 助 8,000

地方公共団体補助 16,000
会社負担 0

数　　量 385ｍ
総工事費 2,335
補 助 率 1/3
国 補 助 778

地方公共団体補助 1,557
会社負担 0

数　　量
総工事費
補 助 率
国 補 助

地方公共団体補助
会社負担

数　　量 16枚(2両分) 16枚(2両分) 16枚(2両分)
総工事費 2,904 3,372 3,878
補 助 率 1/3 1/3 1/3
国 補 助 911 911 911

地方公共団体補助 1,993 2,461 2,967
会社負担 0 0 0

数　　量 材料費一式 材料費一式 材料費一式
心皿中スリ板 総工事費 7,345 3,931 3,853
側受テフロン 補 助 率 1/3 1/3 1/3

空気ばね 国 補 助 1,224 1,228 1,228
他 地方公共団体補助 6,121 2,703 2,625

材料一式 会社負担 0 0 0
総工事費 35,031 38,002 34,629 54,936 150,328
国 補 助 11,674 11,443 11,403 18,042 49,727

地方公共団体補助 23,357 26,558 23,226 36,894 100,601
会社負担 0 0 0 0 0

列車集中制御
装置(ＣＴＣ)l更

新工事

場    所 弘南線

油入遮断機(Ｏ
ＣＢ)更新工事

場    所

高圧配電線張
替工事

場    所 弘南線

弘南線

弘南線

弘南線

弘南線

弘南線

弘南線

2

車輪交換工事

場    所

踏切送受信器
更新

場    所

弘南線

車両全般検査

合　　計

場    所 弘南線

弘南鉄道　鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費補助金一覧表（実績）

弘南線

高速度遮断器
更新工事

場    所



単位：千円

NO.1

種　　別 項　　　目 Ｒ8年度計画 Ｒ9年度計画 Ｒ10年度計画 Ｒ11年度計画 Ｒ12年度計画

数　　量 ｺﾝｸﾘｰﾄ枕木78本 ｺﾝｸﾘｰﾄ枕木60本 ｺﾝｸﾘｰﾄ枕木60本 ｺﾝｸﾘｰﾄ枕木50本

総工事費 1,800 1,400 1,400 1,170
補 助 率 1/3 1/3 1/3 1/3
国 補 助 600 466 466 390

地方公共団体補助 1,200 934 934 780
会社負担 0 0 0 0

数　　量 126本 51本 28本 32本 25本
総工事費 1,300 1,080 306 720 536
補 助 率 1/3 1/3 1/3 1/3 1/3
国 補 助 433 360 102 240 178

地方公共団体補助 867 720 204 480 358
会社負担 0 0 0 0 0

数　　量 10ｍ 40ｍ 15ｍ 15ｍ 15ｍ
総工事費 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000
補 助 率 1/3 1/3 1/3 1/3 1/3
国 補 助 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

地方公共団体補助 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000
会社負担 0 0 0 0 0

数　　量 19ｍ 190ｍ 72ｍ
総工事費 780 9,088 2,031
補 助 率 1/3 1/3 1/3
国 補 助 260 3,029 677

地方公共団体補助 520 6,059 1,354
会社負担 0 0 0

数　　量
総工事費
補 助 率
国 補 助

地方公共団体補助

会社負担

数　　量 1箇所 1箇所 1箇所
総工事費 6,600 6,600 6,600
補 助 率 1/3 1/3 1/3
国 補 助 2,200 2,200 2,200

地方公共団体補助 4,400 4,400 4,400
会社負担 0 0 0

数　　量 一式
総工事費 100,000
補 助 率 1/3
国 補 助 33,333

地方公共団体補助 66,667
会社負担 0

数　　量 2台
総工事費 3,500
補 助 率 1/3
国 補 助 1,166

地方公共団体補助 2,334
会社負担 0

数　　量 1台 1台 1台
総工事費 50,000 50,000 50,000
補 助 率 1/3 1/3 1/3
国 補 助 16,666 16,666 16,666

地方公共団体補助 33,334 33,334 33,334
会社負担 0 0 0

場    所

弘南線

弘南線

弘南線

弘南線

弘南線

弘南線 弘南線弘南線

弘南線

弘南線

弘南線 弘南線

重軌条交換工
事

場    所 弘南線

道床交換

場    所

木枕木交換
工事(並・継
目・分岐)

場    所 弘南線 弘南線

ｺﾝｸﾘｰﾄ枕木
交換工事

弘南線

弘南線

弘南線

弘南線

弘南線

弘南線

弘南線

弘南線

3

弘南鉄道　鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費補助金一覧表　(計画)

弘南線

弘南線

油入遮断器
更新工事

場    所

列車集中制御
装置更新工事

場    所

橋梁改修工事

場    所

高圧受電設備
更新工事

場    所

高架橋改修
工事

場    所



単位：千円

種　　別 項　　　目 Ｒ8年度計画 Ｒ9年度計画 Ｒ10年度計画 Ｒ11年度計画 Ｒ12年度計画

数　　量 8台 6台 6台 4台
総工事費 5,600 4,100 4,100 3,200
補 助 率 1/3 1/3 1/3 1/3
国 補 助 1,866 1,366 1,366 1,066

地方公共団体補助 3,734 2,734 2,734 2,134
会社負担 0 0 0 0

数　　量 3箇所 3箇所 3箇所 3箇所
総工事費 4,000 4,000 4,000 4,000
補 助 率 1/3 1/3 1/3 1/3
国 補 助 1,333 1,333 1,333 1,333

地方公共団体補助 2,667 2,667 2,667 2,667
会社負担 0 0 0 0

数　　量 801ｍ 571ｍ 550ｍ 500ｍ
総工事費 3,200 3,200 3,200 3,200
補 助 率 1/3 1/3 1/3 1/3
国 補 助 1,066 1,066 1,066 1,066

地方公共団体補助 2,134 2,134 2,134 2,134
会社負担 0 0 0 0

数　　量 車輪交換16枚他 車輪交換16枚他 車輪交換16枚他 車輪交換16枚他

総工事費 3,867 3,000 3,000 3,000
補 助 率 1/3 1/3 1/3 1/3
国 補 助 1,289 1,000 1,000 1,000

地方公共団体補助 2,578 2,000 2,000 2,000
会社負担 0 0 0 0

数　　量 材料費一式
総工事費 3,700

台車部品 補 助 率 1/3
蓄電池 国 補 助 1,233

他 地方公共団体補助 2,467
材料一式 会社負担 0

総工事費 169,047 87,368 74,637 23,120 18,106
国補助 56,347 29,120 24,876 7,704 6,033

地方公共団体補助 112,700 58,248 49,761 15,416 12,073
会社負担 0 0 0 0 0

弘南線

車両
全般検査

場    所

車両
車輪交換

場    所 弘南線

4

弘南線

合計

弘南線

継電連動装置
更新

場    所 弘南線弘南線

弘南線

弘南線

弘南線

弘南線弘南線

踏切遮断機更
新

場    所 弘南線弘南線

高圧配電線張
替工事

場    所

弘南線

弘南鉄道　鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費補助金一覧表　(計画)

弘南線

弘南線

弘南線



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

弘南鉄道弘南線・ 大鰐線 

維持活性化支援計画 

( 一部改正）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３ 年１ 月策定 

（ 令和７ 年１ 月改正）  

（ 令和８ 年２ 月改正）  

 

弘前市・ 黒石市・ 平川市・ 大鰐町・ 田舎館村 

資料４ -参考資料④
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1 支援計画の概要 

弘南鉄道弘南線・ 大鰐線維持活性化基本方針（ 以下「 基本方針」 と いう ） に基づき 、

弘前市、 黒石市、 平川市、 大鰐町、 田舎館村は、 弘南鉄道株式会社（ 以下「 事業者」

と いう ） に対する 支援計画を令和３ 年１ 月に策定し 、 公的支援を行ってき たと こ ろだ

が、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症感染拡大の長期化、 令和５ 年度に受けた国から の改善

指示への対応、 物価高騰を受けた諸経費の増嵩、 令和９ 年度末での大鰐線の休止に対

する 対応等を考慮し 、 事業者が令和７ 年度に中長期計画を見直し たこ と を踏ま え、 以

下のと おり 見直す。  

○弘南線への支援 

弘南線は、令和３ 年度から 令和１ ２ 年度ま での１ ０ カ年の支援計画（ 前期５ 年、

後期５ 年） によ り 支援する 。  

令和６ 年度から 令和１ ２ 年度ま での支援については、修繕費の増額に対応し て

支援内容を見直すこ と と する （ 令和７ 年１ 月改正）。  

令和７ 年度から 令和１ ０ 年度ま での支援については、物価高騰が続く 中におい

ても 、 安全かつ安定的な運行の確保が図ら れる よ う 、 支援対象を拡充する こ と と

する （ 令和８ 年２ 月改正）。  

 

○大鰐線への支援 

大鰐線は、令和３ 年度から 令和１ ２ 年度ま での１ ０ 年間を維持する こ と を目指

し て き た が 、 令和９ 年度末で 運行を 休止する 意向が 事業者か ら 示さ れた

（ R6. 11. 27） こ と から 、 基本方針に基づく 支援は令和７ 年度ま でと し 、 令和８ 年

度・ 令和９ 年度の運行については、 弘前市と 大鰐町が協議の上、 大鰐線の運行維

持に必要な公的支援を行う も のと する 。  

なお、 令和１ ０ 年度以降の大鰐線に係る 諸経費については、 弘南線の運行に支

障と なら ないよ う 、 弘前市と 大鰐町が協議し 、 必要な対応を行う も のと する 。  

  

2 弘南線に関する 支援計画（ 弘前市、 黒石市、 平川市、 田舎館村）  

2. 1 支援内容等 

2. 1. 1 安全輸送対策事業費補助 

  〇沿線市村は、 弘南線の輸送の安全を確保する ため、 事業者が行う 鉄道施設等の

修繕・ 更新に係る 経費に対し て、 国庫補助制度の協調補助する ほか、 国庫補助

の事業者負担分及び、 国庫補助を受けら れない、 又は対象と なら ない経費につ

いても 補助する 。  

  〇補助対象経費は、 別表に掲げる 設備の整備に直接要し た本工事費（ 資産の購入
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費を含む。）、 付帯工事費、 補償費及び調査費のほか、 鉄道施設（ 線路・ 電路・

車両） の維持に係る 人件費（ 令和６ 年度実績の１ ／２ 以内） と する 。  

  〇補助率等 

   ア 国庫補助事業は、 こ れま で国（ １ ／３ ）、 県（ １ ／６ ）、 市村（ １ ／６ ） の

補助率に、 事業者負担（ １ ／３ ） であったも のを、 国（ １ ／３ ）、 県（ １ ／

６ ） の補助率を控除し た率（ １ ／２ ） の１ ０ ／１ ０ と する 。（ 人件費を除く ）  

イ  国庫補助が受けら れない又は、 国庫補助対象外の修繕・ 更新費等は、 その

事業費の１ ０ ／１ ０ と する 。  

ウ  鉄道施設（ 線路・ 電路・ 車両） の維持に係る 人件費への支援は、 令和８ 年

度から 令和１ ０ 年度ま でと する 。  

  〇負担割合は、 市村負担額の２ 割を均等割、 ８ 割を沿線市村に存する 駅利用者数

割によ る 按分と する 。 なお、 駅利用者数は各年度予算要求時点で明ら かになっ

ている も のを使用する 。（ 例： 令和８ 年度予算要求時点は令和６ 年度の駅利用

者数を使用）  

 

 

2. 1. 2 利用促進事業 

〇沿線市村は、 事業者や地域等と 一体と なって、 津軽圏域における 観光地域づく

り や弘前圏域の地域活性化策等と の連携によ り 、 地域住民のみなら ず、 観光客

など地域外の方によ る 利用者の増加を図る 様々な取組を支援する 。  

  安定的な収入源と なる 定期利用者を獲得する 取組 

  鉄道利用への周知を図り 、 定期及び定期外の利用者を獲得する 取組 

  観光面での利用開拓を強化し 、 定期外利用者を獲得する 取組 

  その他、 利用促進の効果が見込ま れる 取組 

  〇補助率等 

ア 事業者に対する 補助率、 及び沿線市村が実施する 事業費は、 沿線市村が検

討・ 協議し て決定する 。  

イ  各市村の負担割合は、 事業費の２ 割を均等割、 ８ 割を沿線市村に存する 駅

利用者数割によ る 按分を基本と する 。 なお、 駅利用者数は各年度予算要求時

点で明ら かになっている も のを使用する 。（ 例： 令和８ 年度予算要求時点は

令和６ 年度の駅利用者数を使用） ただし 、 事業の性格等でこ の按分方法がな

参考： 令和６ 年度の沿線市村に存する 駅利用者数

弘前市 黒石市 平川市 田舎館村 計

利用者数（ 人） 482, 180. 0 222, 125. 0 260, 378. 0 34, 493. 0 999, 176

利用者数割合 48. 3% 22. 2% 26. 1% 3. 4% 100. 0%
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じ ま ない場合は、 その都度協議する 。  

 

2. 1. 3 気候変動対策補助事業 

〇沿線市村は、気候変動の影響によ り 大雪傾向と なっている こ と を踏まえ、弘南

線の冬期間における 安定運行を確保する ため、事業者が行う 除雪に係る 経費に

対し て補助する 。  

  〇補助率等 

   ア 補助率は除雪費の１ ０ ／１ ０ と し 、期間は令和７ 年度から 令和１ ０ 年度ま

でと する 。  

   イ  負担割合は、 事業費の２ 割を均等割、 ８ 割を沿線市村に存する 駅利用者数

割によ る 按分と する 。 なお、 駅利用者数は各年度予算要求時点で明ら かにな

っている も のを使用する 。（ 例： 令和８ 年度予算要求時点は令和６ 年度の駅

利用者数を使用）  

 

2. 1. 4 その他 

〇令和２ 年度の運行に伴う 欠損額に対する 運行費補助は、 基本方針に関わら ず

令和３ 年度に行う 。  

 

2. 2 事業費及び沿線市村負担額（ 見込み）  

2. 2. 1 安全輸送対策事業費補助 

 
注１ ） 令和 8 年 1 月時点である ため、 事業費は各年度において事業者が精査する 。  

注２ ） 補助は国庫補助事業、 単独は国庫補助が受けら れない又は、 国庫補助対象外の修繕・ 更新費である 。  

 

単位： 百万円

R3実 R4実 R5実 R6実 R7 小計 R8 R9 R10 R11 R12 小計

補助 4. 8 1. 0 0. 0 10. 7 7. 7 24. 1 11. 5 19. 3 12. 3 3. 6 3. 6 50. 3 74. 4

単独 7. 4 5. 2 7. 6 21. 8 13. 4 55. 3 13. 9 11. 5 15. 8 13. 4 12. 9 67. 6 122. 9

補助 1. 8 3. 6 21. 4 1. 4 126. 6 154. 8 153. 5 62. 8 61. 3 11. 3 10. 4 299. 3 454. 1

単独 14. 9 7. 9 13. 4 7. 6 8. 9 52. 6 8. 9 3. 9 3. 9 3. 9 3. 9 24. 3 76. 9

補助 0. 0 7. 3 6. 8 7. 2 0. 0 21. 4 6. 7 3. 0 0. 0 6. 7 3. 0 19. 4 40. 8

単独 10. 3 9. 7 2. 9 4. 6 17. 2 44. 6 5. 2 17. 2 17. 2 17. 2 17. 2 73. 9 118. 5

鉄道施設維持 単独 30. 1 30. 1 30. 1 90. 2 90. 2

39. 1 34. 7 52. 0 53. 3 173. 7 352. 9 229. 7 147. 7 140. 4 56. 1 51. 0 624. 9 977. 8

33. 6 33. 0 34. 2 32. 8 43. 4 177. 0 31. 7 29. 3 35. 3 57. 8 26. 4 180. 4 357. 4

5. 5 1. 7 17. 8 20. 5 130. 4 175. 9 198. 0 118. 4 105. 2 -1. 7 24. 6 444. 4 620. 4

計

当初

変更-当初

合計

線路

電路

車両

前期計画 後期計画
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2. 2. 2 利用促進事業費 

 

注１ ） 令和 8 年 1 月時点である ため、事業費は各年度において沿線市町村が事業者と 連携し て見直し・ 精査する 。  

 

2. 2. 3 気候変動対策補助事業費 

 

 

2. 2. 4 沿線市村の負担額（ 財源内訳）  

 

注１ ）「 安全輸送対策事業」 は、 国庫補助の事業計画に対する 予算措置率が 90％と なった場合の想定金額である 。 

注２ ） 令和 8 年 1 月時点のため、 今後各事業の見直し や駅利用者数等に応じ て、 各年度予算要求前に精査する 。  

 

 

 

 

単位： 百万円

R3実 R4実 R5実 R6実 R7 小計 R8 R9 R10 R11 R12 小計

定期外 5. 1 5. 5 5. 5 4. 5 6. 0 26. 7 6. 0 6. 0 6. 0 6. 0 6. 0 30. 2 56. 9

通勤定期 0. 4 0. 5 0. 4 0. 1 0. 5 1. 9 0. 5 0. 5 0. 5 0. 5 0. 5 2. 5 4. 4

通学定期 1. 6 2. 0 1. 7 0. 5 2. 0 7. 8 2. 0 2. 0 2. 0 2. 0 2. 0 10. 1 17. 9

計 7. 1 8. 1 7. 5 5. 2 8. 5 36. 4 8. 5 8. 5 8. 5 8. 5 8. 5 42. 7 79. 2

当初 7. 3 9. 6 8. 5 8. 5 8. 5 42. 5 8. 5 8. 5 8. 5 8. 5 8. 5 42. 7 85. 3

変更-当初 -0. 2 -1. 6 -1. 0 -3. 4 0. 0 -6. 1 0. 0 0. 0 0. 0 0. 0 0. 0 0. 0 -6. 1

前期計画 後期計画
合計

単位： 百万円

R3 R4 R5 R6 R7 小計 R8 R9 R10 R11 R12 小計

除雪費 5. 8 5. 8 5. 8 5. 8 5. 8 17. 4 23. 1

計 5. 8 5. 8 5. 8 5. 8 5. 8 17. 4 23. 1

前期計画 後期計画
合計

単位： 百万円

R3実 R4実 R5実 R6実 R7 小計 R8 R9 R10 R11 R12 小計

国 2. 2 2. 8 9. 3 5. 8 40. 3 60. 2 51. 5 25. 5 22. 1 6. 5 5. 1 110. 7 170. 9

青森県 1. 1 1. 4 4. 7 2. 9 20. 1 30. 2 25. 8 12. 8 11. 0 3. 2 2. 6 55. 3 85. 5

弘前市 16. 5 16. 6 19. 1 21. 6 55. 3 129. 1 72. 8 54. 0 53. 1 24. 0 22. 6 226. 5 355. 6

黒石市 8. 8 9. 2 10. 8 11. 7 29. 2 69. 6 38. 0 28. 2 27. 7 12. 5 11. 8 118. 1 187. 7

平川市 9. 7 10. 1 11. 5 12. 9 33. 3 77. 6 43. 2 32. 0 31. 5 14. 2 13. 4 134. 3 211. 9

田舎館村 2. 8 2. 6 3. 2 3. 6 9. 9 22. 0 12. 9 9. 6 9. 4 4. 2 4. 0 40. 1 62. 1

計 41. 1 42. 6 58. 5 58. 5 188. 1 388. 7 244. 0 162. 0 154. 8 64. 6 59. 5 685. 0 1, 073. 7

当初 40. 9 42. 6 42. 8 41. 3 51. 9 219. 5 40. 2 37. 9 43. 8 66. 3 34. 9 223. 2 442. 7

変更-当初 0. 2 -0. 0 15. 7 17. 2 136. 2 169. 2 203. 8 124. 2 110. 9 -1. 7 24. 6 461. 8 631. 0

前期計画 後期計画
合計
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※参考： 事業費別内訳 

 

 

 

安全輸送対策事業費補助負担内訳： 補助措置率90％（ R7以降） の場合 単位： 百万円

R3実 R4実 R5実 R6実 R7 小計 R8 R9 R10 R11 R12 小計

国 2. 2 2. 8 9. 3 5. 8 40. 3 60. 2 51. 5 25. 5 22. 1 6. 5 5. 1 110. 7 170. 9

青森県 1. 1 1. 4 4. 7 2. 9 20. 1 30. 2 25. 8 12. 8 11. 0 3. 2 2. 6 55. 3 85. 5

弘前市 13. 4 13. 1 15. 8 19. 4 49. 1 110. 8 66. 5 47. 7 46. 8 20. 2 18. 9 200. 2 311. 0

黒石市 7. 1 7. 3 9. 0 10. 4 25. 9 59. 6 34. 7 24. 9 24. 4 10. 6 9. 9 104. 4 164. 1

平川市 7. 9 8. 0 9. 6 11. 6 29. 6 66. 6 39. 4 28. 3 27. 8 12. 0 11. 2 118. 7 185. 4

田舎館村 2. 3 2. 1 2. 6 3. 2 8. 7 19. 0 11. 8 8. 4 8. 3 3. 6 3. 3 35. 4 54. 4

計 34. 0 34. 5 50. 9 53. 2 173. 7 346. 4 229. 7 147. 7 140. 4 56. 1 51. 0 624. 9 971. 3

当初 33. 6 33. 0 34. 2 32. 8 43. 4 177. 0 31. 7 29. 3 35. 3 57. 8 26. 4 180. 4 357. 4

変更-当初 0. 4 1. 5 16. 7 20. 5 130. 4 169. 5 198. 0 118. 4 105. 2 -1. 7 24. 6 444. 4 613. 9

合計
前期計画 後期計画

利用促進事業費負担内訳 単位： 百万円

R3実 R4実 R5実 R6実 R7 小計 R8 R9 R10 R11 R12 小計

弘前市 3. 1 3. 5 3. 2 2. 3 3. 7 15. 8 3. 7 3. 7 3. 7 3. 7 3. 7 18. 7 34. 4

黒石市 1. 7 1. 9 1. 8 1. 2 2. 0 8. 6 1. 9 1. 9 1. 9 1. 9 1. 9 9. 7 18. 3

平川市 1. 8 2. 1 2. 0 1. 4 2. 2 9. 5 2. 2 2. 2 2. 2 2. 2 2. 2 11. 1 20. 5

田舎館村 0. 5 0. 6 0. 5 0. 4 0. 7 2. 6 0. 7 0. 7 0. 7 0. 7 0. 7 3. 3 5. 9

計 7. 1 8. 1 7. 5 5. 3 8. 5 36. 5 8. 5 8. 5 8. 5 8. 5 8. 5 42. 7 79. 2

当初 7. 3 9. 6 8. 5 8. 5 8. 5 42. 5 8. 5 8. 5 8. 5 8. 5 8. 5 42. 7 85. 3

変更-当初 -0. 2 -1. 6 -1. 0 -3. 3 0. 0 -6. 0 0. 0 0. 0 0. 0 0. 0 0. 0 0. 0 -6. 0

合計
前期計画 後期計画

気候変動対策補助事業費負担内訳 単位： 百万円

R7 小計 R8 R9 R10 R11 R12 小計

弘前市 2. 5 2. 5 2. 5 2. 5 2. 5 7. 6 10. 1

黒石市 1. 3 1. 3 1. 3 1. 3 1. 3 4. 0 5. 3

平川市 1. 5 1. 5 1. 5 1. 5 1. 5 4. 5 6. 0

田舎館村 0. 4 0. 4 0. 4 0. 4 0. 4 1. 3 1. 8

計 5. 8 5. 8 5. 8 5. 8 5. 8 17. 4 23. 1

前期計画 後期計画
合計
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3 大鰐線に関する 支援計画（ 弘前市、 大鰐町）  

3. 1 支援内容等 

3. 1. 1 安全輸送対策事業費補助 

  〇沿線市町は、 大鰐線の輸送の安全を確保する ため、 事業者が行う 鉄道施設等の

修繕・ 更新に係る 経費に対し て、 国庫補助制度の協調補助する ほか、 国庫補助

の事業者負担分及び、 国庫補助を受けら れない、 又は対象と なら ない経費につ

いても 補助する 。  

  〇補助対象経費は、 別表に掲げる 設備の整備に直接要し た本工事費（ 資産の購入

費を含む。）、 付帯工事費、 補償費及び調査費と する 。  

  〇補助率 

   ア 国庫補助事業は、 こ れま で国（ １ ／３ ）、 県（ １ ／６ ）、 市町（ １ ／６ ） の

補助率に、 事業者負担（ １ ／３ ） であったも のを、 国（ １ ／３ ）、 県（ １ ／

６ ） の補助率を控除し た率（ １ ／２ ） の１ ０ ／１ ０ と する 。（ 人件費を除く ）  

イ  国庫補助が受けら れない又は、 国庫補助対象外の修繕・ 更新費は、 その事

業費の１ ０ ／１ ０ と する 。（ 人件費を除く ）  

  〇負担割合は、 市町負担額の２ 割を均等割、 ８ 割を沿線市町に存する 駅利用者数

割によ る 按分と する 。 なお、 駅利用者数は各年度予算要求時点で明ら かになっ

ている も のを使用する 。（ 例： 令和７ 年度予算要求時点は令和５ 年度の駅利用

者数を使用）  

 

 

3. 1. 2 利用促進事業 

  〇沿線市町は、 事業者や地域等と 一体と なって、 津軽圏域における 観光地域づく

り や弘前圏域の地域活性化策等と の連携によ り 、 地域住民のみなら ず、 観光客

など地域外の方によ る 利用者の増加を図る 様々な取組を支援する 。 ただし 、 令

和９ 年度末で大鰐線が休止と なる こ と を踏まえ、 令和７ 年度は、 利用者増と 利

便性増進に寄与する も のを中心に、 必要最低限の取組への支援と する 。  

  安定的な収入源と なる 定期利用者を獲得する 取組 

  鉄道利用への周知を図り 、 定期及び定期外の利用者を獲得する 取組 

  観光面での利用開拓を強化し 、 定期外利用者を獲得する 取組 

  その他、 利用促進の効果が見込ま れる 取組 

  〇補助率等 

参考： 令和５ 年度の沿線市町に存する 駅利用者数

弘前市 大鰐町 計

利用者数（ 人） 214, 706 57, 071 271, 777

利用者数割合 79. 0% 21. 0% 100. 0%
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ア 事業者に対する 補助率、 及び沿線市町が実施する 事業費は、 沿線市町が検

討・ 協議し て決定する 。  

イ  各市町の負担割合は、 事業費の２ 割を均等割、 ８ 割を沿線市町に存する 駅

利用者数割によ る 按分を基本と する 。 なお、 駅利用者数は各年度予算要求時

点で明ら かになっている も のを使用する 。（ 例： 令和７ 年度予算要求時点は

令和５ 年度の駅利用者数を使用） ただし 、 事業の性格等でこ の按分方法がな

じ ま ない場合は、 その都度協議する 。  

 

3. 1. 3 運行費補助 

  〇安全輸送対策事業費補助及び利用促進に関する 支援をし ても なお、運行によ る

欠損額が生じ る 場合は、 翌年度に沿線市町が運行欠損額を補助する 。  

ただし 、 令和７ 年度の運行に伴う 欠損額に対する 運行費補助については、 令和

７ 年度中に行う こ と と する 。  

  〇補助対象期間は、 令和３ 年度から 令和７ 年度ま でと する 。 なお、 令和２ 年度の

運行に伴う 欠損額に対する 運行費補助は、基本方針に関わら ず令和３ 年度に行

う 。  

  〇補助対象経費は、 大鰐線の運行によ り 生じ た経常損益（ 会計基準上、 資産計上

と し た修繕分も 営業費に含めて算出し た経常損益と する ） から 減価償却費を除

き 、 補助金等の特別利益を加えた現金ベース の欠損額と し 、 補助率は１ ０ ／１

０ と する 。  

  ○負担割合は、 沿線市町に存する 駅利用者数割によ る 按分と する 。 なお、 駅利用

者数は、各年度予算要求時点で明ら かになっている も のを使用する 。（ 例： 令和

７ 年度予算要求時点は令和５ 年度の駅利用者数を使用）  
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3. 2 事業費及び沿線市町負担額（ 見込み）  

3. 2. 1 安全輸送対策事業費補助 

 

注１ ） 令和 8 年 1 月時点。  

注２ ） 補助は国庫補助事業、 単独は国庫補助が受けら れない又は、 国庫補助対象外の修繕・ 更新費である 。  

3. 2. 2 利用促進事業費 

 

注１ ） 令和 8 年 1 月時点 

 

3. 2. 3 運行費補助 

 
注１ ） 前年度の運行欠損を翌年度事業費に計上。ただし 、 令和７ 年度の運行に伴う 欠損額に対する 運行費補助につ

いては、 令和７ 年度中に行う こ と と する 。  

注２ ） 運行欠損は経常損益（ 会計基準上、 資産計上と し た修繕分も 営業費に含めて算出し た経常損益と する ） から

減価償却費を 除き 、 補助金等の特別利益を加えた現金ベース の欠損額である 。  

 

単位： 百万円

R3実 R4実 R5実 R6実 R7 合計

補助 25. 8 22. 4 6. 4 30. 6 10. 5 95. 6

単独 3. 5 5. 1 3. 3 24. 2 8. 7 44. 8

補助 1. 7 3. 7 0. 0 5. 1 0. 0 10. 5

単独 9. 2 8. 7 16. 8 7. 7 0. 6 43. 1

補助 0. 0 0. 0 0. 0 0. 0 3. 0 3. 0

単独 8. 6 7. 6 6. 7 7. 5 4. 8 35. 1

48. 8 47. 5 33. 2 75. 0 27. 6 232. 1

63. 9 45. 5 52. 9 34. 4 40. 1 236. 8

-15. 2 2. 0 -19. 7 40. 6 -12. 5 -4. 7

計

当初

変更-当初

線路

電路

車両

単位： 百万円

R3実 R4実 R5実 R6実 R7 合計

定期外 3. 4 10. 4 14. 7 8. 6 9. 6 46. 7

通勤定期 0. 3 0. 4 0. 2 0. 1 0. 0 1. 0

通学定期 0. 4 0. 6 0. 4 0. 2 0. 0 1. 6

計 4. 1 11. 3 15. 3 9. 0 9. 6 49. 3

当初 5. 6 11. 3 10. 7 10. 7 10. 7 49. 1

変更-当初 -1. 5 -0. 0 4. 6 -1. 7 -1. 1 0. 2

単位： 百万円

R3実 R4実 R5実 R6実 R7実 R7運行分 合計

－ 23. 2 21. 1 54. 4 44. 9 64. 6 208. 2

－ 38. 0 42. 1 45. 5 48. 1 51. 9 225. 5

－ -14. 7 -21. 1 9. 0 -3. 2 12. 7 -17. 3

運行欠損

当初

変更-当初
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3. 2. 4 沿線市町の負担額（ 財源内訳）  

 

注１ ）「 安全輸送対策事業」 は、 国庫補助の事業計画に対する 予算措置率が 90％と なった場合の想定金額である 。 

注２ ） 令和 8 年 1 月時点 

 

※参考： 事業費別内訳 

 

 

 

  

単位： 百万円

R3実 R4実 R5実 R6実 R7 R7運行分 計

国 9. 2 8. 7 2. 1 11. 3 4. 1 35. 4

青森県 4. 6 4. 3 1. 1 5. 7 2. 0 17. 7

弘前市 29. 4 52. 6 49. 8 91. 5 55. 3 49. 5 328. 1

大鰐町 9. 7 15. 7 15. 9 28. 4 16. 7 15. 0 101. 4

計 52. 8 81. 3 68. 9 136. 9 78. 1 64. 6 482. 6

当初 69. 5 94. 8 105. 8 90. 6 98. 9 51. 9 511. 5

変更-当初 -16. 7 -13. 5 -36. 9 46. 3 -20. 9 12. 7 -28. 9

安全輸送対策事業費補助負担内訳： 補助措置率90％（ R7以降） の場合 単位： 百万円

R3実 R4実 R5実 R6実 R7 R7運行分 計

国 9. 2 8. 7 2. 1 11. 3 4. 1 35. 4

青森県 4. 6 4. 3 1. 1 5. 7 2. 0 17. 7

弘前市 26. 3 25. 2 21. 6 41. 6 15. 8 130. 5

大鰐町 8. 7 8. 5 7. 6 15. 0 5. 8 45. 5

計 48. 8 46. 7 32. 5 73. 5 27. 6 229. 0

当初 63. 9 45. 5 52. 9 34. 4 40. 1 236. 8

変更-当初 -15. 2 1. 3 -20. 4 39. 1 -12. 5 -7. 8

利用促進事業費負担内訳 単位： 百万円

R3実 R4実 R5実 R6実 R7 R7運行分 計

弘前市 3. 1 8. 5 11. 3 6. 6 4. 1 33. 6

大鰐町 1. 0 2. 9 4. 0 2. 4 1. 5 11. 7

計 4. 1 11. 3 15. 3 9. 0 5. 6 45. 3

当初 5. 6 11. 3 10. 7 10. 7 10. 7 49. 1

変更-当初 -1. 5 -0. 0 4. 6 -1. 7 -5. 1 -3. 8

運行費補助負担内訳 単位： 百万円

R3実 R4実 R5実 R6実 R7実 R7運行分 計

弘前市 － 18. 9 16. 8 43. 3 35. 4 49. 5 164. 0

大鰐町 － 4. 4 4. 2 11. 1 9. 4 15. 0 44. 2

計 － 23. 2 21. 1 54. 4 44. 9 64. 6 208. 2

当初 － 38. 0 42. 1 45. 5 48. 1 51. 9 225. 5

変更-当初 － -14. 7 -21. 1 9. 0 -3. 2 12. 7 -17. 3
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4 支援によ る 効果と 今後の見通し （ 効果検証項目）  

4. 1 安全性の向上 

○ PC枕木や道床交換など計画的な安全輸送対策事業等の実施によ り 、列車運行や災

害に対する 運転保安の向上と 保安作業の合理化が図ら れま す。  

・ 効果検証内容 令和 7 年度末ま での安全輸送対策の実施状況を検証 

弘南線 PCマク ラ 木 R3～R7 計 125 本 

レール交換 R3～R7 計 446ｍ など 

（ 参考： PCマク ラ 木 R8～R12 計 320 本 レール交換 R8～R12 計 400ｍ） 

大鰐線 PCマク ラ 木 R3～R7 計 350 本 

レール交換 R3～R7 計 1, 070ｍ など 

※詳細は弘南鉄道中長期計画（ 2021～2030） を参照 

 

○ 鉄道施設の老朽化等によ る 損傷を原因と する 輸送障害、 車両故障件数等の減少に

つながり ま す。  

・ 効果検証内容 令和7年度末の運休本数を検証（ 人身障害等の外的要因は除く ）  

弘南線運休本数 過去 5 年平均（ R1～R5） 28. 2 本 

大鰐線運休本数 過去 5 年平均（ R1～R5） 24. 4 本 

※大鰐線の脱線事故（ R1・ R5） 及び両線の長期運転見合わせ（ R5） を 除く も のと する  

 

4. 2 徹底し た利用促進策 

○ 事業者が中心と なって沿線市町村や地域等と 一体的に利用促進策を取り 組むこ と

によ り 、 利用者が増加し 、 経営改善に繋がり ま す。  

・ 効果検証内容 令和 7 年度末目標値への達成見込みを検証 

弘南線旅客収入： 226, 870 千円  利用者数： 1, 155 千人 

     （ 参考： 令和 12 年度末旅客収入： 272, 220 千円 利用者数： 1, 255 千人） 

大鰐線旅客収入： 75, 244 千円   利用者数： 432 千人 

 

4. 3 経営改善 

○ 事業者の中長期計画が着実に実施さ れる こ と によ り 、 経営の更なる 改善が図ら れ

ま す。  

・ 効果検証内容 令和 7 年度末の目標損益への達成見込みを検証 

弘南線損益： 3, 399 千円 

（ 参考： 令和 12 年度末損益 ▲2, 093 千円）  

大鰐線損益： ▲64, 592 千円 
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単位： 百万円

R3実 R4実 R5実 R6実 R7 小計

旅客運輸 56. 1 53. 1 47. 4 58. 5 61. 9 277. 0

運輸雑収 12. 6 16. 3 11. 3 11. 4 12. 9 64. 4

計 68. 7 69. 5 58. 7 69. 9 74. 8 341. 4

180. 2 190. 4 195. 8 219. 2 166. 7 952. 3

-111. 6 -120. 9 -137. 1 -149. 3 -91. 9 -610. 9

2. 0 2. 7 0. 4 0. 9 0. 5 6. 5

4. 5 4. 3 4. 9 5. 3 5. 4 24. 3

-114. 0 -122. 5 -141. 6 -153. 8 -96. 8 -628. 7

48. 3 62. 2 70. 7 73. 5 27. 6 282. 2

6. 7 6. 2 5. 6 5. 5 4. 6 28. 5

-59. 0 -54. 2 -65. 3 -74. 8 -64. 6 -317. 9

13. 3 13. 3

-59. 0 -54. 2 -65. 3 -74. 8 -51. 3 -304. 6

営業収益に含む

営業費

営業損益

営業外収益

営業外費用

中長期計画増収

差引損益目標

営
業
収

益

経常損益

特別利益

減価償却費

差引損益

※損益は各路線の経常損益（ 会計基準上、 資産計上と し た修繕分も 営業費に含めて算

出し た経常損益と する ） から 減価償却を除き 、 安全輸送対策事業等に係る 特別利益を

加えた額（ 運行欠損補助を除く ）  

 

5  収支の見通し  

5. 1 弘南線の収支見通し  

 
注） 端数処理のため誤差が生じ ている 場合も ある 。  

 

5. 2 大鰐線の収支見通し  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注） 端数処理のため誤差が生じ ている 場合も ある 。  

注） 令和 8・ 9 年度の運行については、 弘前市と 大鰐町が協議の上、 大鰐線の運行維持に必要な公的支援を行う も

のと する 。  

注） 令和 10 年度以降の大鰐線に係る 諸経費については、 弘南線の運行に支障と なら ないよ う 、 弘前市と 大鰐町が

協議し 、 必要な対応を行う も のと する 。   

単位： 百万円

R3実 R4実 R5実 R6実 R7 小計 R8 R9 R10 R11 R12 小計 合計

旅客運輸 192. 3 202. 5 198. 7 205. 9 217. 9 1, 017. 4 233. 1 248. 7 252. 2 255. 4 258. 7 1, 248. 2 2, 265. 6

運輸雑収 19. 0 28. 1 16. 4 20. 7 26. 0 110. 1 30. 7 35. 2 37. 1 39. 8 42. 4 185. 2 295. 3

計 211. 3 230. 6 215. 1 226. 6 243. 9 1, 127. 5 263. 8 284. 0 289. 3 295. 2 301. 1 1, 433. 4 2, 560. 9

331. 9 360. 1 360. 5 352. 9 426. 3 1, 831. 7 464. 4 369. 5 401. 7 359. 6 353. 8 1, 949. 0 3, 780. 7

-120. 6 -129. 5 -145. 3 -126. 3 -182. 4 -704. 2 -200. 6 -85. 5 -112. 4 -64. 4 -52. 7 -515. 6 -1, 219. 8

3. 4 6. 5 1. 5 13. 1 0. 5 25. 0 0. 5 0. 5 0. 5 0. 5 0. 5 2. 6 27. 6

7. 9 7. 1 8. 0 8. 7 8. 9 40. 6 8. 9 8. 3 13. 6 13. 1 12. 9 56. 9 97. 4

-125. 1 -130. 1 -151. 8 -121. 9 -190. 8 -719. 7 -209. 0 -93. 3 -125. 5 -77. 0 -65. 1 -569. 9 -1, 289. 6

70. 5 117. 4 151. 9 53. 9 179. 5 573. 1 235. 4 153. 5 146. 2 56. 1 51. 0 642. 2 1, 215. 4

17. 2 16. 1 15. 9 13. 1 14. 7 77. 1 14. 1 13. 6 13. 0 12. 5 12. 1 65. 3 142. 5

-37. 4 3. 4 16. 0 -54. 9 3. 4 -69. 5 40. 6 73. 8 33. 8 -8. 3 -2. 1 137. 7 68. 2

8. 9 8. 9 10. 1 11. 4 11. 6 13. 0 13. 5 59. 5 68. 5

-37. 4 3. 4 16. 0 -54. 9 12. 3 -60. 6 50. 7 85. 2 45. 4 4. 6 11. 4 197. 2 136. 7

営業収益に含む

営業費

営業損益

営業外収益

営業外費用

中長期計画増収

差引損益目標

営

業
収
益

経常損益

特別利益

減価償却費

差引損益
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6  本計画の推進体制 

本計画は、 支援内容を着実に進める ため、 沿線市町村が事業者や地域の関係機関・

団体等と 連携・ 協力し て推進する 。  

沿線市町村は、 本計画（ Pl an） が適切に実施（ Do） さ れている かを本計画の連絡調

整会議にて確認・ 検証（ Check） し 、 必要な見直し や修正をし て取り 組んで（ Act i on）

いく 。  

ま た、 事業者は、 中長期計画に基づき 、 営業力・ 収益力の強化や安全輸送対策等を

重点的に取組み、経営改善を図る こ と と し ている 。こ のため、連絡調整会議において、

事業者から 中長期計画の進捗状況等の報告を受け、 本計画の見直し へ反映さ せる 。  

利用促進策については、 事業者が中心と なって、 行政、 地域の関係団体及び民間企

業等が協力・ 連携し て協議し 、 取り 組むため、 弘南鉄道活性化支援協議会の中に（ 仮

称） 利用促進部会を設立し 、 弘南鉄道弘南線・ 大鰐線の交流人口拡大などの利用促進

を図り 、 も って弘南鉄道の安定的な運行と 地域の活性化を目指す。  

 

※イ メ ージ図 

 

  

支援計画へ反映 

■弘南鉄道維持活性化支援連絡調整会議（ 課長級会議）  

事務局： 弘前市 

内容： 支援計画の PDCA（ 行政）  

■弘南鉄道活性化支援協議会 

事務局： 弘南鉄道株式会社 

内容： 中長期計画の PDCA 

鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費補助金 

   利用促進事業に係る 事業計画・ 実績報告、 収支予算・ 決算 

■利用促進部会 

内容： 利用促進策事業の PDCA 

中長期計画へ反映 
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【 別表】 安全輸送対策事業費補助対象経費内訳 

区 分 内  容 

( 1) 信号保安設備 列車集中制御装置( Ｃ Ｔ Ｃ ) 、 プロ グラ ム運行制御装置( Ｐ Ｔ Ｃ ) 、

総合列車運行管理装置( Ｔ Ｔ Ｃ ) 、自動進路制御装置( Ｐ Ｒ Ｃ ) 、自

動列車停止装置( Ａ Ｔ Ｓ ) 、自動列車制御装置( Ａ Ｔ Ｃ ) 、自動列車

運転装置( Ａ Ｔ Ｏ ) 、自動閉そく 装置、連動装置、踏切及び駅の集

中監視装置、踏切保安設備〈 新設を除く 〉 、 運転士異常時列車停

止装置、 運転状況記録装置 

( 2) 保安通信設備 列車無線設備、 通信線、 落石等警報装置（ 土砂崩壊警報設備、 橋

梁ずい道等の変状検知装置、 法面崩壊検知装置、 倒木警報装置） 

( 3) 防護設備 落石等防護設備（ 防護柵、 防護網、 防護覆、 防護壁、 土留め、 法

面固定、 線路側溝） 、 防風設備（ 風速計、 防風板等） 、融雪設備、

雨量計、 地震計 

( 4) 停車場設備 ホーム〈 新設を除く 〉 、 駅構内通路、 誘導ブロ ッ ク  

 

( 5) 線路設備 レール、 マク ラ ギ、 分岐器、 軌道道床、 曲線修正、 橋り ょ う 、 ト

ンネル 

( 6) 電路設備 電柱、 き 電線、 電車線、 吊架線、 配電線、 避雷用電線 

 

( 7) 変電所設備 変成機器、 遮断装置 

 

( 8) 車両設備 車両〈 新設を除く 〉 〈 冷暖房化を除く 〉 、 制動装置 

 

( 9) その他設備 保守用車両 

 

注１ ） 補助対象経費は、 補助事業者が補助対象設備の整備に直接に要し た人件費を 除く 本工事費（ 資産の購入

を 含む） 、 附帯工事費、 補償費及び調査費のほか、 鉄道施設（ 線路・ 電路・ 車両） の維持に係る 人件費（ 令

和６ 年度実績の１ ／２ 以内） と する 。  

注２ ） 上記( 8) に掲げる 設備の新設、 改良、 更新、 修繕に係る も のを 補助対象と し 、 それ以外の設備については、

修繕に係る も のを 補助対象と する 。  

注３ ） 踏切保安設備については、 踏切道改良促進法第２ 条で定義さ れている 踏切道（ ※） に限っ て新設を 補助対

象設備から 除く も のと する 。  

 

※踏切道改良促進法 第２ 条（ 定義）  こ の法律で「 踏切道」 と は、 鉄道（ 新設軌道を 含む） と 道路法によ る 道

路と が交差し ている 場合における 踏切道を いう 。  


